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○報告事業の概要

案件1：北上川上流直轄河川改修事業（一関遊水地）
＜事業の背景＞

一関遊水地は、昭和22年及び昭和23年に発生した水害を契機に計画され

た北上川治水事業の一大プロジェクトとして、狭窄部直上流の氾濫しやす

い地理的特性を活かして計画された遊水地であり、大規模洪水時に貯留

効果を発現するとともに市街地を洪水から防御する周囲堤と中小洪水か

ら遊水地内の農地を守る小堤の整備を行い、流域の治水安全度向上を図

ります。

農耕地の土
地の利活用

周囲堤による市街地等への水害防御小堤による遊水地内への水害防御

一関遊水地は洪水の規模に応じて下図の効果を発揮します。

＜事業の概要＞
整備内容 ： 周囲堤 27,800ｍ、小堤 17,900ｍ、水門 3基
全体事業費 ： 約2,700億円
事業期間 ： 昭和47年度～令和8年度
用地着手 ： 昭和49年7月 第2遊水地家屋移転開始
工事着手 ： 昭和49年3月 千歳橋着工(付帯)
洪水調節量 ： 2,300m3/s

（狐禅寺地点 S22.9洪水（1/150））

位置図

SS

Ａ－Ａ‘断面図 周
囲
堤

計画高水位（H.W.L）

※表示した各水位は実績値

現況写真（R2.9.21）

磐井川

北上川

太田川

衣川

第2遊水地
470ha

第1遊水地
820ha

第3遊水地
160ha

周囲堤

小堤
小堤

小堤

凡 例

築堤（周囲堤）

小堤
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○報告案件
・ 再評価実施後一定期間が経過した事業

○学識者懇談会の実施状況
・ 北上川水系河川整備学識者懇談会を設置しており、再評価実施要領に基づき審議を実施済み

（令和２年１２月９日実施）
・ 学識者懇談会の名簿は下表のとおり

○県知事意見照会の実施状況
・ 岩手県知事に「東北地方整備局所管の再評価対象事業の対応方針（原案）作成に係る意見照会」

を実施（令和２年１０月２６日実施 ）
・ 岩手県知事より「事業の継続に異議はありません」と回答を受領（令和２年１１月２５日）

○学識者懇談会の実施状況

案件1：北上川上流直轄河川改修事業（一関遊水地）

1 安藤　昭 岩手大学 名誉教授
2 石川　忠晴 東京工業大学 名誉教授
3 伊藤　康志 大崎市 市長

座長 4 海田　輝之 岩手大学 名誉教授
副座長 5 梅田　信 東北大学 大学院 工学研究科 准教授

6 占部　城太郎 東北大学 大学院 生命科学研究科 教授
7 小笠原　敏記 岩手大学 理工学部 システム創成工学科 教授
8 勝部  修 一関市 市長
9 亀山　紘 石巻市 市長
10 木島　明博 東北大学 大学院 農学研究科 農学部附属 複合生態フィールド教育研究センター 教授
11 河野　達仁 東北大学 大学院 情報科学研究科 教授
12 小森　大輔 東北大学 大学院 環境科学研究科 准教授
13 髙崎　みつる 石巻専修大学 理工学部 食環境学科 教授
14 竹原　明秀 岩手大学 人文社会科学部 地域政策課程 教授
15 谷藤　裕明 盛岡市 市長
16 濱上　邦彦 岩手大学農学部　食料生産環境学科　水環境工学研究室 准教授
17 由井　正敏 東北地域環境計画研究会 会長

所属 役職
委員名
R2更新

北上川水系河川整備学識者懇談会北上川

河川名 学識者懇談会名 正副委員長等 No
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○対応方針（案）

案件1：北上川上流直轄河川改修事業（一関遊水地）

4

2,700 12,579 6,486 1.9

・河川整備基本方針規模の洪水が発生
した場合、一関遊水地周辺では、浸水
範囲内世帯数は約4,770世帯、想定死者
数（避難率40％）は約1,090人と想定さ
れるが、事業実施により解消される。

継続

事 業 名
事業主体

総事
業費

（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等）

対応方針貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

北上川上流直轄河川改修事業（一関遊水地）
東北地方整備局

【内訳】
　被害防止便益：12,464億円
　残存価値    ：   115億円

【主な根拠】
　年平均浸水軽減戸数：  465戸
　年平均浸水軽減面積：1,110ha

【内訳】
　建設費　　：6,407億円
　維持管理費：   80億円

・再評価実施後５年間が経過している事業のため、再評価を実施

①事業を巡る社会経済情勢の変化
・一関遊水地周辺には、一関市街地があり、資産が集積している。また物
流・交通ネットワーク、要配慮者施設等が存在している。
・一関遊水地が整備されていなかった場合において洪水が発生すると、こ
れら重要施設が浸水し甚大な被害の発生が想定されることから、治水安全
度を向上させることが必要となっている。

②事業の進捗状況・事業の進捗の見込みについて
・令和2年現在、事業の残メニューは、第1遊水地～第3遊水地の小堤及び水
門、磐井川の築堤等を残すのみとなっており、事業期間である令和8年度ま
でに実施する。

③コスト縮減や代替案立案の可能性について
・河道掘削により発生した土砂は、堤防整備や堤防強化などへ有効活用を
図り、コスト縮減に努める。
・代替案立案の可能性については、実現性や経済性を考慮し、現計画が最
も妥当と判断している。



○報告事業の概要

案件2：馬淵川直轄河川改修事業

馬淵川の概要

・幹川流路延長 ： 142km
(東北4位、全国23位)

・流域面積 ： 2,050km2

(東北7位、全国31位)

・流域沿川市町村人口： 約36.8万人※

・想定氾濫区域内人口： 約 5.6万人

・流域沿川市町村 ： 3市7町1村

（※H27国勢調査）

馬淵川直轄河川改修事業の概要

①事業の目的（目標）
洪水による災害発生の防止及び軽減に関しては『戦後最大洪水である昭和22年8月
洪水と同規模の洪水が発生しても、外水はん濫による浸水被害を防止する』ことを整
備の目標とする。

②事業の内容
堤防の整備 ・河道の目標流量を安全に流下させるための「堤防の新設

及び拡築（堤防の量的整備）」
・浸透に対する安全性を確保するための「堤防の質的整備

（ドレーン工）」
河道掘削 ・堤防整備が完了しても河道断面が不足している箇所の

「河道掘削」
水防活動拠点 ・災害時における水防活動や応急復旧の拠点となる「河川

防災ステーション」の整備

③事業費 約９０億円

④事業期間 平成２１年度～令和７年度

■ ●

■

●

太
　
平
　
洋

浅
水
川

主要な地点

河口大橋

凡　　例

河道配分流量　単位m
3
/s

基準地点

2,500

凡　例

■ 基準地点

河道配分流量　単位m3/s

おお はし

あ
さ

み
ず
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○報告案件
・ 再評価実施後一定期間が経過した事業

○学識者懇談会の実施状況
・ 馬淵川水系河川整備学識者懇談会を設置しており、再評価実施要領に基づき審議を実施済み

（令和２年１１月１６日実施）
・ 学識者懇談会の名簿は下表のとおり

○県知事意見照会の実施状況
・ 青森県知事に「東北地方整備局所管の再評価対象事業の対応方針（原案）作成に係る意見照会」

を実施（令和２年１０月２６日実施 ）
・ 青森県知事より「事業の継続に異存はありません」と回答を受領（令和２年１１月９日）

○学識者懇談会の実施状況

案件2：馬淵川直轄河川改修事業

馬淵川 馬淵川水系河川整備学識者懇談会 副座長 1 樺　克裕 青森公立大学 経営経済学部
2 工藤　明 弘前大学

（青森県と連名） 3 工藤　祐直 南部町
4 小林　眞 八戸市
5 斎藤　宗勝 盛岡大学
6 三戸部　佑太 東北学院大学 工学部 環境建設工学科
7 佐原　雄二 弘前医療福祉大学 保健学部
8 関下　斉 日本野鳥の会 青森県支部

座長 9 竹内　貴弘 八戸工業大学 大学院 土木建築工学科
10 松尾　和彦 三戸町
11 平井　太郎 弘前大学 大学院 地域社会研究科
12 三浦　忠司 八戸歴史研究会

委員名河川名 学識者懇談会名 正副委員長等 No 所属
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○対応方針（案）

案件2：馬淵川直轄河川改修事業

7

90 433 135 3.2

・河川整備計画規模の洪水が発生した
場合、馬淵川流域では、浸水範囲内世
帯数は約3,000世帯、最大孤立者数（避
難率40％）は約993人と想定されるが、
事業実施により被害が解消される。

継続
馬淵川直轄河川改修事業

東北地方整備局

【内訳】
　被害防止便益：427億円
　残存価値    ：  6億円

【主な根拠】
　年平均浸水軽減戸数：69戸
　年平均浸水軽減面積：16ha

【内訳】
　建設費　　：126億円
　維持管理費：  9億円

・再評価実施後５年間が経過している事業のため、再評価を実施

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・馬淵川の流域沿川市町村の人口は減少傾向にあるものの、世帯数は若干
の増加傾向にある。
・また、農業産出額は若干の減少傾向だが、製造品出荷額は近年増加傾向
にあり、治水対策の必要性に大きな変化はない。
・馬淵川沿川には、八戸市街地や工業地帯があり、資産が集積している。
また、国道45号、104号、454号、 JR八戸線等の基幹交通ネットワークが存
在している。
・馬淵川において洪水が発生すると、これら重要施設が浸水し甚大な被害
の発生が想定されることから、治水安全度を向上させることが必要となっ
ている。

②事業の進捗状況・事業の進捗の見込みについて
・令和2年現在、河川整備計画の残メニューは一日市地区の河道掘削と堤防
整備を残すのみとなっており、事業期間である令和7年度までに実施する。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点について
・河道掘削により発生した残土については、受入可能な他事業への流用に
ついても検討し、災害時に必要となる土砂の備蓄として堤防側帯盛土への
有効活用を図る他、コスト縮減に努める。
・堤防除草によって発生した刈草や掘削工事等で発生した伐採木について
は、一般に無償提供し有効活用を図り、コスト縮減に努める。
・堤防除草に大型遠隔操縦式草刈り機を使用することにより、コストの縮
減に努める。
・代替案立案の可能性については、社会的影響、環境への影響、及び事業
費等を考慮し、現計画が最も妥当と判断している。

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

事 業 名
事業主体

総事
業費

（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等）

対応方針



○報告事業の概要

案件3：岩木川直轄河川改修事業

岩木川直轄河川改修事業の概要

①事業の目的（目標）
洪水による災害発生の防止及び軽減に関しては『戦後最大洪水である昭和33年

8
月洪水（上岩木橋地点）、昭和52年8月洪水（五所川原地点）と同規模の洪水が

発
生しても、床上浸水等の重大な家屋浸水被害を防止するとともに、水田等農地に
ついても浸水被害の軽減に努める』ことを整備の目標とする。

②事業内容
堤防の整備 ・河道の目標流量を安全に流下させるための「堤防の新設及び拡築

（堤防の量的整備）」
・浸透に対する安全性を確保するための「堤防の質的整備」

河道掘削 ・堤防整備が完了しても河道断面が不足している箇所の「河道掘
削」

ダムの建設 ・岩木川沿川の洪水被害の軽減のための「津軽ダム建設」

③全体事業費
約464億円（税込）

④事業期間
平成19年度～令和18年度

岩木川の概要

・幹川流路延長 ： 102km
・流域面積 ： 2,540km2

・流域内人口 ： 約42万人
・想定氾濫区域内人口 ： 約 9万人
・市町村 ： 6市5町2村

弘前市、五所川原市、黒石市、青森市、
つがる市、平川市、大鰐町、藤崎町、
板柳町、鶴田町、中泊町、西目屋村、田舎館村

※管理区間延長 ： 105㎞
平川、浅瀬石川含む

河道配分流量図
岩木川の堤防整備率
（令和2年3月現在）

岩木川水系
築堤総延長

152km

計画断
面堤防
90km
60%

暫定断面
堤防
53km
35%

無堤防区間
8km
5%
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○報告案件
・ 再評価実施後一定期間が経過した事業

○学識者懇談会の実施状況
・ 岩木川河川整備委員会を設置しており、再評価実施要領に基づき審議を実施済み

（令和２年１２月４日実施）
・ 学識者懇談会の名簿は下表のとおり

○県知事意見照会の実施状況
・ 青森県知事に「東北地方整備局所管の再評価対象事業の対応方針（原案）作成に係る意見照会」

を実施（令和２年１０月２６日実施 ）
・ 青森県知事より「事業の継続に異存はありません」と回答を受領（令和２年１１月９日）

○学識者懇談会の実施状況

案件3：岩木川直轄河川改修事業

岩木川 岩木川河川整備委員会 1 村上　英岐 岩木川漁業協同組合 代表理事組合長

2 東　信行 弘前大学 農学生命科学部 生物学科 教授

3 櫻田　宏 弘前市 市長

4 樺　克裕 青森公立大学 経営経済学部 教授

委員長 5 北原　啓司 弘前大学 大学院 地域社会研究科 教授

6 工藤　明 弘前大学 名誉教授

副委員長 7 南　將人 八戸工業高等専門学校 環境都市・建築デザインコース 教授

8 佐原　雄二 弘前医療福祉大学 保健学部 医療技術学科 教授

9 関　和典 西目屋村 村長

10 曽我　亨 弘前大学 大学院 人文社会科学研究科 教授

11 清藤　哲夫 弘前商工会議所 会頭

12 髙樋　憲 黒石市 市長

13 山尾　僚 弘前大学 農学生命科学部 生物学科 助教

14 増田　教正 岩木川地区土地改良区 連絡協議会 会長

所属 役職
委員名

R2更新
河川名 学識者懇談会名 正副委員長等 No
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○対応方針（案）

案件3：岩木川直轄河川改修事業

10

464 3,558 539 6.6

・河川整備計画規模の洪水が発生した
場合、岩木川流域では、浸水範囲内世
帯数は約36,700世帯、浸水区域内災害
時要配慮者数は約38,900人、想定死者
数（避難率40％）は約18人、最大孤立
者数（避難率40％）は約37,300人と想
定されるが、事業実施により被害が解
消される。

継続

事 業 名
事業主体

総事
業費

（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等）

対応方針貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

岩木川直轄河川改修事業
東北地方整備局

【内訳】
　被害防止便益：3,543億円
　残存価値    ：　 15億円

【主な根拠】
　年平均浸水軽減戸数：1,282戸
　年平均浸水軽減面積：1,025ha

【内訳】
　建設費　  ：488億円
　維持管理費： 51億円

・再評価実施後３年間が経過している事業のため、再評価を実施

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・岩木川の流域沿川市町村の人口は減少傾向にあるものの、世帯数は若干
の増加傾向にある。
・農業生産額については、横ばいで推移しているが、製造品出荷額は近年
増加傾向にあり、治水対策の必要性に大きな変化はない。

②事業の進捗状況・事業の進捗の見込みについて
・河川整備計画では洪水による災害発生の防止及び軽減に関しては、『戦
後最大洪水である昭和33年8月洪水（上岩木橋地点）、昭和52年8月洪水
（五所川原地点）と同規模の洪水が発生しても、床上浸水等の重大な家屋
浸水被害を防止するとともに、水田等農地についても浸水被害の軽減に努
める』ことを目標として整備する。
・当面事業7ヶ年（R3～R9）では、堤防の量的、質的整備・中流部5km区間
の河道掘削が完了し、五所川原市街地で2,400m3/sの河道を確保するととも
に、中流部でおおむね2,300m3/sの河道を確保する。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点について
・河道掘削により発生した土砂は、堤防整備に利用する他に、受入可能な
他事業への流用についても検討するなど、有効活用を図り、コスト縮減に
努める。
・河道内の樹木管理による伐採によって発生した伐採木については、地域
の方々へ無償で提供し有効活用を図り、処分経費等のコスト縮減に努め
る。
・代替案立案の可能性については、社会的影響、環境への影響、及び事業
費等を考慮し、現計画が最も妥当と判断している。



○報告事業の概要

案件4：米代川直轄河川改修事業

米代川の概要

・幹川流路延長 ： 136km
（全国14位、東北5位）

・流域面積 ： 4,100km2

（全国30位、東北5位）

・流域内市町村人口 ： 約23.7万人※

・想定氾濫区域内人口： 約 9.1万人

・市町村 ： 5市3町1村

（※H27国勢調査）

米代川直轄河川改修事業の概要

①事業の目的（目標）
洪水・高潮等による災害の発生の防止及び軽減に関しては、『上流部の鷹巣地区で
は昭和26年7月洪水と同規模の洪水、下流部の二ツ井地区では昭和47年7月洪水と
同規模の洪水といった戦後最大洪水と同規模の洪水に対して、外水氾濫による家屋
の浸水を防止するとともに、氾濫面積の縮小等により被害を軽減』することを整備の
目標とする。

②事業の内容
堤防の整備

河道掘削

家屋等の浸水対策

水防活動拠点

③事業費
約３２４億円（当初２９８億円）

④事業期間
平成１７年度

～令和７年度

藤琴川 凡例

■基準地点　●主要地点

↓ 単位：m3/s

← 7,100 ← 3,800

■二ツ井 ↑ ●鷹巣

←　 森吉山ダム

↑

阿仁川 小猿部川

日
　
本
　
海

• 家屋等への被害が生じる無堤箇所及び断面が不足
する箇所における「堤防の量的整備」

• 浸透に対する安全性を確保するための「堤防の質的
整備」

• 堤防整備が完了しても河積が不足している箇所にお
いて河道掘削を実施

• 整備効果を早期に発現すべき地区においては、住
民との合意形成を図りつつ、必要に応じて「浸水対
策」を実施

• 災害時における水防活動や応急復旧の拠点となる
「河川防災ステーション」の整備

11



○報告案件
・ 再評価実施後一定期間が経過した事業

○学識者懇談会の実施状況
・ 米代川水系河川整備学識者懇談会を設置しており、再評価実施要領に基づき審議

を実施済み（令和２年１１月３０日実施）
・ 学識者懇談会の名簿は下表のとおり

○県知事意見照会の実施状況
・ 秋田県知事に「東北地方整備局所管の再評価対象事業の対応方針（原案）作成に係る意見照会」

を実施（令和２年１０月２６日実施 ）
・ 秋田県知事より「事業の継続について、異存はありません。」と回答を受領（令和２年１１月１３日）

○学識者懇談会の実施状況

案件4：米代川直轄河川改修事業

米代川 米代川水系河川整備学識者懇談会 1 小笠原　敏記 岩手大学 理工学部システム創成工学科 教授

副座長 2 沖田　貞敏 秋田自然史研究会 会長

3 加藤　竜悦 秋田県鳥獣研究会 会長

4 金　主鉉 秋田工業高等専門学校 創造システム工学科 教授

5 齊藤　滋宣 能代市 市長

6 嶋崎　善章 秋田県立大学 システム科学技術学部 経営システム工学科 准教授

7 杉山　秀樹 NPO法人 秋田水生生物保全協会 理事長

8 津谷　永光 北秋田市 市長

9 永吉　武志 秋田県立大学 生物資源科学部 アグリビジネス学科 准教授

10 福原　淳嗣 大館市 市長

座長 11 松冨　英夫 秋田大学 名誉教授

12 渡邉　一也 秋田大学大学院 理工学研究科 准教授

所属 役職委員名河川名 学識者懇談会名 正副委員長等 No
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○対応方針（案）

案件4：米代川直轄河川改修事業

13

324 6,589 500 13.2

・河川整備計画規模の洪水が発生した
場合、米代川流域では、浸水区域内人
口は約18,600人、想定死者数（避難率
40％）は約130人と想定されるが、事業
実施により被害が解消される。

継続
米代川直轄河川改修事業

東北地方整備局

【内訳】
　被害防止便益：6,576億円
　残存価値    ：　 13億円

【主な根拠】
　年平均浸水軽減戸数：363戸
　年平均浸水軽減面積：467ha

【内訳】
　建設費　  ：436億円
　維持管理費： 65億円

・再評価実施後５年間が経過している事業のため、再評価を実施

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・米代川の流域沿川市町村の人口は昭和55年以降減少傾向にあるものの、
世帯数は横ばいの傾向にある。
・産業別就業者数の構成は、地域の基幹産業である第一次産業の割合は、
昭和60年から平成27年にかけて減少傾向にある。
・流域市町村の工業団地への企業進出や工場増設により製造品出荷額が増
えている。
・米代川沿川には、能代市街地や能代工業団地があり、資産が集積してい
る。また、国道7号、103号、105号、JR五能線、奥羽本線等の基幹交通ネッ
トワークが存在している。
・米代川において洪水が発生すると、これら重要施設が浸水し甚大な被害
の発生が想定されることから、治水安全度を向上させることが必要となっ
ている。

②事業の進捗状況・事業の進捗の見込みについて
・令和2年現在、河川整備計画の残事業メニューは、鷹巣地区の河道掘削と
堤防量的整備を残すのみとなっており、事業期間である令和7年度までに実
施する。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点について
・河道掘削で発生した土砂については、堤防整備に利用する他に、他受入
可能な他事業への流用についても検討するなど、有効活用を図り、コスト
縮減に努める。
・河道内の樹木を、地域の協力のもと公募伐採とし、伐採費用のコスト縮
減に努める。また、伐採によって発生した伐採木については、地域の方々
へ無償で提供し有効活用を図り、処分経費等のコストの縮減に努める。
・代替案立案の可能性については、社会的影響、環境への影響、及び事業
費等を考慮し、現計画が最も妥当と判断している。

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

事 業 名
事業主体

総事
業費

（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等）

対応方針



○報告事業の概要

案件5：最上川直轄河川改修事業

最上川の概要

・幹川流路延長 ： 229km
(東北3位、全国7位)

・流域面積 ： 7,040km2

(東北2位、全国9位)

・流域沿川市町村人口： 約92万人※

・想定氾濫区域内人口： 約8.3万人

・流域沿川市町村 ： 13市17町3村

（※H27国勢調査）

最上川直轄河川改修事業の概要
①事業の目的（目標）

最上川本川については、上流部で戦後最大規模の洪水である「昭和42年8月洪水（羽
越豪雨）」と、中流～下流部で戦後最大規模の洪水である「昭和44年8月洪水」と同規模
の洪水が再び発生した場合に想定される住家への氾濫被害を防ぐとともに、農耕地に
ついては平成9年6月洪水と同規模の洪水による冠水を極力軽減させることを整備目標
とする。

②事業の内容

堤防の量的整備 ・洪水を安全に流下させるための堤防を整備。
堤防の質的整備 ・堤防の浸透に対する安全性を確保する堤防の整備。

・地震に対する安全性を確保する堤防の整備。
河道掘削等 ・河道の断面積を拡大するための河道掘削。

・流下能力を阻害する堰の対策検討。
防災ステーションの整備

③事業費 約１，５９９億円

④事業期間 平成１４年度～令和１３年度

おお はし

あ
さ

み
ず

さかた

しょうない

もがみ

しんじょう

むらやま

さがえ

やまがた

ながい

おきたま

よねざわ
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○報告案件
・ 再評価実施後一定期間が経過した事業

○学識者懇談会の実施状況
・ 最上川水系流域委員会を設置しており、再評価実施要領に基づき審議を実施済み

（令和２年１１月２５日実施）
・ 学識者懇談会の名簿は下表のとおり

○県知事意見照会の実施状況
・ 山形県知事に「東北地方整備局所管の再評価対象事業の対応方針（原案）作成に係る意見照会」

を実施（令和２年１０月２６日実施 ）
・ 山形県知事より「対応方針（原案）のとおり、事業継続について異議ありません。」と回答を受領

（令和２年１１月１３日）

○学識者懇談会の実施状況

案件5：最上川直轄河川改修事業

15

最上川 最上川水系流域委員会 1 久保　響子 鶴岡工業高等専門学校 創造工学科 化学・生物コース 助教

2 大澤　八州男 日本野鳥の会山形支部 会員

委員長 3 風間　聡 東北大学 大学院 工学研究科 教授

4 青塚　晃 山形新聞社 編集局長

5 佐貝　全健 山形県土地改良事業団体連合会 会長理事

副委員長 6 佐藤　五郎 最上川リバーツーリズムネットワーク 代表理事

7 柴田　洋雄 美しい山形・最上川フォーラム 会長理事

8 島軒　治夫 山形県内水面漁業協同組合連合会 代表理事会長

9 東　英生 ワイルドライフワークショップ 代表

10 渡邉　一哉 山形大学 農学部 准教授

所属 役職
委員名
R2更新

河川名 学識者懇談会名 正副委員長等 No



○対応方針（案）

案件5：最上川直轄河川改修事業

16

1,599 23,211 2,288 10.1

・河川整備計画規模の洪水が発生した
場合、最上川流域では、浸水範囲内世
帯数は約29,700世帯、想定死者数（避

難率40％）は約290人、最大孤立者数
（避難率40％）は、約11,500人と想定
されるが、事業実施により被害が軽減
される。

継続

事 業 名
事業主体

総事
業費

（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等）

対応方針貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

最上川直轄河川改修事業
東北地方整備局

【内訳】

　被害防止便益：23,177億円
　残存価値    ：　  34億円

【主な根拠】
　年平均浸水軽減戸数：2,379戸

　年平均浸水軽減面積：1,424ha

【内訳】
　建設費　  ：1,766億円
　維持管理費：  522億円

・再評価実施後３年間が経過している事業のため、再評価を実施

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・最上川水系における流域内の人口は減少傾向にあるが、流域内の主要都市である
酒田市や山形市など、資産の集中する地域が多く、大規模な洪水氾濫が発生した場
合、住民の生活や農作物、工業生産、物流など社会的影響が大きいことから、治水
対策の必要性に大きな変化はない。

・最上川水系における治水安全度は未だ十分でなく、整備計画対象洪水に対しても
流下能力が不足する区間が多く存在しており、中小規模の洪水が発生した場合でも
甚大な被害が想定される。

②事業の進捗状況・事業の進捗の見込みについて
・概ね30年間の整備として、最上川本川については、上流部で戦後最大規模の洪水
である「昭和42年8月洪水（羽越豪雨）」と、中流～下流部で戦後最大規模の洪水で
ある「昭和44年8月洪水」と同規模の洪水が再び発生した場合に想定される住家への
氾濫被害を防ぐとともに、農耕地については平成9年6月洪水と同規模の洪水による

冠水を極力軽減させることを整備目標とし、上下流の治水安全度のバランスに配慮
しながら段階的に整備を進める。また、堤防の質的整備を進める。
・当面の整備として、平成9年6月洪水規模の洪水から家屋の浸水被害解消を図るべ
く、中流部の堤防未整備区間の堤防量的整備をはじめ、沿川に資産が集中している

上流部の支川須川の河道掘削、堤防の質的整備等を実施する。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点について
・河道掘削により発生した土砂は、堤防整備に利用する他に、他受入可能な他事業
への流用についても検討するなど、有効活用を図り、コスト縮減に努める。

・工法の工夫や新技術の積極的な採用等によりコスト縮減に努める。
・堤防除草によって発生した刈草や掘削工事等で発生した伐採木については、一般
に無償提供し有効活用を図り、コスト縮減に努める。
・代替案立案の可能性については、社会的影響、環境への影響、及び事業費等を考

慮し、現計画が最も妥当と判断している。



■事業区間：阿武隈川、荒川（福島県石川郡玉川村・西白河郡矢吹町～宮城県岩沼市・亘理郡亘理町）

■建設事業着手：平成19年度

■事業評価対象開始年度：平成19年度

■事業期間 ：平成19年度～令和12年度予定 （整備期間（国） ：平成19年度～令和7年度）

■全体事業費：（全体）約13.1億円

■整備内容：【整備済（完了箇所評価済）】 水辺整備：1地区

【整備済（モニタリング中）】 水辺整備：1地区

【整備中】 水辺整備：1地区

【整備予定】 水辺整備：1地区

17

【事業の目的】

「阿武隈川水系河川整備計画」の基本理念に基づき、水辺整備に関する事業を実施

多くの人々が様々な活動を展開できる良好な河川環境の創出、及び阿武隈川を軸とし
た地域間交流や参加･連携を積極的に促し、活力ある地域を目指すことを目的に水辺
整備を推進します。

阿武隈川水系
河川整備計画
基本理念

○安全で安心が持続できる阿武隈川の実現

○豊かで多様な自然環境の次世代への継承

○阿武隈川を軸とした人・自然・社会の調和と活力ある地域の創造

①ふくしま荒川地区
かわまちづくり

（整備期間：H19～H24）

②本宮地区かわまちづくり
（整備期間：H22～R1）

岩沼市

福島市

郡山市

須賀川市

：整備中

：整備完了

③桑折地区かわまちづくり
（整備期間：R1～R5）

：整備予定

青森県

福島県

宮城県
山形県

岩手県
秋田県

阿武隈川水系

④玉川村乙字ヶ滝
かわまちづくり

（整備期間：R3～R7）

【事業の概要】

案件6：阿武隈川総合水系環境整備事業
○報告事業の概要



○報告案件
・ 社会情勢の変化（新規地区の追加）に伴い再評価を実施

○学識者懇談会の実施状況
・ 阿武隈川水系河川整備委員会を設置しており、再評価実施要領に基づき審議を実施済み

（令和２年１２月１１日実施）
・ 学識者懇談会の名簿は下表のとおり

○県知事意見照会の実施状況
・ 宮城・福島県知事に「東北地方整備局所管の再評価対象事業の対応方針（原案）作成に係る意見

照会」を実施（令和２年１０月２６日実施 ）
・ 宮城県知事より「「対応方針（原案）」のとおり「継続」で異議ありません。」と回答を受領

（令和２年１２月２日）
・ 福島県知事より「国の対応方針（原案）については、異議ありません。」と回答を受領

（令和２年１１月３０日）

○学識者懇談会の実施状況

案件6：阿武隈川総合水系環境整備事業

阿武隈川 阿武隈川水系河川整備委員会 1 菊地　啓夫 岩沼市 市長

副委員長 2 加藤　徹 宮城大学 名誉教授

3 川越　清樹 福島大学 大学院 共生システム理工学類 教授

4 黒沢　高秀 福島大学 大学院 共生システム理工学類 教授

5 有働　恵子 東北大学災害科学国際研究所 准教授

6 品川　萬里 郡山市 市長

7 木幡　浩 福島市 市長

8 高橋　迪夫 日本大学 名誉教授

委員長 9 長林　久夫 日本大学 工学部 名誉教授

10 難波　謙二 福島大学 共生システム理工学類 教授

11 福本　潤也 東北大学 大学院 情報科学研究科 准教授

12 堀井　雅史 日本大学 工学部 土木工学科 教授

所属 役職委員名河川名 学識者懇談会名 正副委員長等 No
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案件6：阿武隈川総合水系環境整備事業
○対応方針（案）

その他 13 177 15 11.1

・整備済のふくしま荒川かわまちづくりにおいては、管
理用通路（散策路）や堰堤横断施設等の整備により、荒
川沿いの回遊性が向上し、観光振興の推進に寄与してい
る。
・整備済の本宮地区かわまちづくりにおいては、管理用
通路や階段等の整備により、阿武隈川沿いの回遊性・安
全性が向上し、各種イベントが開催され、かわとまちの
交流の場として活用されている。
・整備中の桑折地区かわまちづくりにおいては、親水護
岸、管理用通路（散策路）等の整備により、河川空間の
利便性が向上し、イベント利用が促進され、観光振興や
地域活性化が期待される。
・整備予定の玉川村乙字ヶ滝かわまちづくりにおいて
は、親水護岸、管理用通路、坂路等の整備により、日常
的な賑わいの創出や交流の場となることが期待される。

貨幣換算した便益:B(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

費用:C(億円)

費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当
基準

総事
業費

（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等）

阿武隈川総合水系環
境整備事業

東北地方整備局

【内訳】
水辺整備の効果による便益：
176.9億円
　残存価値：0.1億円

【主な根拠】
・本宮かわまちづくり
支払い意思額：406円/世帯/月
受益世帯数：14,704世帯
・桑折地区かわまちづくり
支払い意思額：293円/世帯/月
受益世帯数：67,049世帯
・玉川村乙字ヶ滝かわまちづく
り
支払い意思額：356円/世帯/月
受益世帯数：68,831世帯

・水辺整備分野の整備内容の追加により事業計画を変更することから再評価を実施

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・整備済のふくしま荒川地区かわまちづくり及び本宮かわまちづくりについては、日常的な親水活
動やイベントの場として利用されている他、地区町内会や市民団体等による積極的な維持管理が実
施されており、地域の協力体制が構築され、河川利用及び河川愛護の意識が高まってきている。
・整備中の桑折地区かわまちづくりについては、こおり桃源郷を望む阿武隈川を軸に、まちとかわ
を結ぶ多様な交流活動の展開、近隣市町からのアクセス・連携を強化するため、桑折地区におい
て、「まち」と「かわ」の回遊・体験空間形成の整備が求められている。
・整備予定の玉川村乙字ヶ滝かわまちづくりについては、乙字ヶ滝を核とする交流拠点の形成、村
内外の各観光拠点とを結ぶネットワークを形成するため、乙字ヶ滝地区において「まち」と「か
わ」が融合した良好な空間形成の整備が求められている。

②事業の進捗状況、事業の進捗の見込みについて
・これまでに全体計画4箇所のうち2箇所が完成し、進捗状況は全体の46.7％（事業費率）である。
・桑折地区かわまちづくりは、令和元年度に事業に着手し、令和5年度の整備完了を目指している。
また、整備完了後も、令和10年度までの期間は、モニタリング、分析評価等を実施する予定であ
る。
・玉川村乙字ヶ滝かわまちづくりは、令和3年度より事業着手し、令和7年度の整備完了を目指して
いる。また、整備完了後も、令和12年度までの期間は、モニタリング、分析評価等を実施する予定
である。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性について
・他事業などで発生した伐採木を散策路のウッドチップ敷設等に有効活用することによりコスト縮
減に努めている他、維持管理において、地域団体により清掃活動に協力をいただいている。
・代替案の可能性については、計画立案段階から、有識者や関係機関等と議論を重ね、現計画が最
適であることを確認している。

【内訳】
　建設費  　 15.3
億円
　維持管理費　0.5
億円



【事業の概要】

■事業区間：名取川及び支川
（宮城県仙台市～宮城県名取市）

■建設事業着手：平成10年度

■事業評価対象開始年度：平成10年度

■事業期間 ：平成10年度～令和10年度予定
（整備期間 ：平成10年度～令和5年度）

■全体事業費：（全体）約26.7億円

■整備内容：
【整備済】 水辺整備 5地区、水環境 1地区

【整備中】 水辺整備 1地区
（閖上地区 かわまちづくり）

⑦閖上地区（水辺整備）

かわまちづくり

（整備期間：H27～R05）

①広瀬川地区（水辺整備）

水辺の楽校

（整備期間：H10～H11）

⑥広瀬川地区（水辺整備）

利用推進

（整備期間：H17～H21）

⑤笊川地区（水辺整備）

利用推進

（整備期間：H16～H20）

③中田地区（水辺整備）

河道整備

（整備期間：H12）

④広瀬川地区（水環境）

水環境整備

(整備期間：H12～H15)
②袋原地区（水辺整備）

河道整備

（整備期間：H11）
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：水辺整備事業

：水環境事業

整備済（黒字）

整備中（赤字）

【事業の目的】

良好な河川環境を保全・復元並びに創出すること
を目的に、河川利用の推進及び水環境の改善等
を図る。

名取川水系

案件7：名取川水系河川整備学識者懇談会
○報告事業の概要



○報告案件
・ 社会情勢の変化（整備内容の変更）に伴い再評価を実施

○学識者懇談会の実施状況
・ 名取川水系河川整備学識者懇談会を設置しており、再評価実施要領に基づき審議を実施済み

（令和２年１２月１１日 書面開催により実施）
・ 学識者懇談会の名簿は下表のとおり

○県知事意見照会の実施状況
・ 宮城県知事に「東北地方整備局所管の再評価対象事業の対応方針（原案）作成に係る意見照会」

を実施（令和２年１０月２６日実施 ）
・ 宮城県知事より「「対応方針（原案）」のとおり「継続」で異議ありません。」と回答を受領

（令和２年１１月１１日）

○学識者懇談会の実施状況

案件7：名取川水系河川整備学識者懇談会

名取川 名取川水系河川整備学識者懇談会 1 伊藤　絹子 東北大学 大学院 農学研究科 准教授

2 今村　文彦 東北大学 災害科学国際研究所 災害リスク研究部門 津波工学研究分野 教授

副座長 3 江成　敬次郎 東北工業大学 名誉教授

4 高橋　新悦 仙台市 副市長

5 加藤　徹 宮城大学 名誉教授

6 山田　司郎 名取市 市長

7 宍戸　勇 仙台大学 名誉教授

8 竹丸　勝朗 日本野鳥の会 宮城県支部 支部長

9 伊達　宗弘 仙台大学 客員教授、 宮城県図書館顧問

座長 10 田中　仁 東北大学 大学院 工学研究科 教授

11 平吹　喜彦 東北学院大学 教養学部 地域構想学科 教授

12 福本　潤也 東北大学 大学院 情報科学研究科 准教授

所属 役職委員名河川名 学識者懇談会名 正副委員長等 No
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案件7：名取川水系河川整備学識者懇談会
○対応方針（案）

その他 26 592 64 9.2

・整備済の水辺整備箇所において、水辺空間の整備によ
り、環境学習等様々なイベントが開催され、地域の活性
化に寄与している。
・整備済の水環境整備においては、導水によって生態系
の保全が図られ、良好な景観も保全されるなど、環境維
持に寄与している。
・整備中の閖上地区かわまちづくりにおいては、水辺空
間を利用した「なとり夏まつり」の復活や、「ゆりあげ
港朝市」「サイクルスポーツセンター」などの観光拠点
との周遊性向上、日常の散策などにより、かつての水辺
のにぎわいを取り戻すとともに、市内外から交流人口の
増大が期待される。

継続

貨幣換算した便益:B(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

費用:C(億円)

費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当
基準

総事
業費

（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等）

対応方
針

名取川総合水系環境
整備事業

東北地方整備局

【内訳】
水環境の改善、水辺整備の効果
による便益：592.6億円
　残存価値：0.1億円

【主な根拠】
・閖上地区かわまちづくり
支払い意思額：313円/世帯/月
受益世帯数：150,085世帯

【内訳】
　建設費　 50.5億
円
　維持管理費
13.8億円

・水辺整備分野の整備内容の変更により事業計画を変更することから再評価を実施

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・整備済の水辺整備箇所については、日常的な親水活動やイベント、総合学習の場として利用され
ている他、地区町内会や市民団体等による積極的な維持管理が実施されており、地域との協力体制
が構築され、河川利用及び河川愛護の意識が高まってきている。
・整備済みの水環境整備については、導水によって渇水時でも生態系や景観が保全され、環境維持
に寄与している。
・整備中の閖上地区かわまちづくりについては、東日本大震災により、壊滅的な被害を受けた閖上
地区において、かつての賑わいを取り戻すために名取市が取り組んでいる様々な施策と連携しなが
ら、一体的な環境整備事業を実施しており、更なる利活用に向けて計画内容の変更を行い、より一
層の賑わいの創出を図る必要がある。

②事業の進捗状況、事業の進捗の見込みについて
・これまでに全体計画7箇所のうち6箇所が完成し、進捗状況は全体の91.6％（事業費率）である。
・閖上地区かわまちづくりは、平成27年度に事業に着手し、令和5年度の整備完了を目指している。
また、整備完了後も、令和10年度までの期間は、モニタリング、分析評価等を実施する予定であ
る。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性について
・事業に使用する盛土材は他事業で発生する土砂を活用し、建設資材は現場発生品を再利用するこ
とによりコスト縮減に努めている他、維持管理において、地域団体により清掃活動に協力をいただ
いている。
・代替案の可能性については、計画立案段階から、有識者や関係機関等と議論を重ね、現計画が最
適であることを確認している。



【事業の目的】

良好な河川環境を保全・復元並びに創出を目的
に、河川の自然環境の再生、河川利用の推進等
を図ります。

【事業の概要】

■事業区間：北上川及び支川
（岩手県盛岡市～宮城県石巻市）

■建設事業着手：平成4年度

■事業評価対象開始年度：平成4年度

■事業期間：平成4年度～令和12年度予定
（整備期間（国）：平成4年度～令和7年度）

■全体事業費：（全体）約115.1億円
・岩手県 約 71.2億円
・宮城県 約 43.9億円

■整備内容：

【整備済（完了箇所評価済）】

水辺整備：20地区（岩手県：11、宮城県：9）

【整備済（モニタリング中）】

自然再生： 2地区（岩手県：1、宮城県：1）

【整備中】

水辺整備： 2地区（岩手県：1、宮城県：1）

【整備予定】

水辺整備： 2地区（岩手県：2）
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案件8：北上川水系河川整備学識者懇談会
○報告事業の概要



○報告案件
・ 社会情勢の変化（新規地区の追加）に伴い再評価を実施

○学識者懇談会の実施状況
・ 北上川水系河川整備学識者懇談会を設置しており、再評価実施要領に基づき審議を実施済み

（令和２年１２月９日実施）
・ 学識者懇談会の名簿は下表のとおり

○県知事意見照会の実施状況
・ 岩手・宮城県知事に「東北地方整備局所管の再評価対象事業の対応方針（原案）作成に係る意見

照会」を実施（令和２年１０月２６日実施 ）
・ 岩手県知事より「事業の継続に異議はありません」と回答を受領（令和２年１１月２５日）
・ 宮城県知事より「「対応方針（原案）」のとおり「継続」で異議ありません。」と回答を受領

（令和２年１２月２日）

○学識者懇談会の実施状況

案件8：北上川水系河川整備学識者懇談会

1 安藤　昭 岩手大学 名誉教授

2 石川　忠晴 東京工業大学 名誉教授
3 伊藤　康志 大崎市 市長

座長 4 海田　輝之 岩手大学 名誉教授
副座長 5 梅田　信 東北大学 大学院 工学研究科 准教授

6 占部　城太郎 東北大学 大学院 生命科学研究科 教授
7 小笠原　敏記 岩手大学 理工学部 システム創成工学科 教授
8 勝部  修 一関市 市長
9 亀山　紘 石巻市 市長
10 木島　明博 東北大学 大学院 農学研究科 農学部附属 複合生態フィールド教育研究センター 教授
11 河野　達仁 東北大学 大学院 情報科学研究科 教授
12 小森　大輔 東北大学 大学院 環境科学研究科 准教授
13 髙崎　みつる 石巻専修大学 理工学部 食環境学科 教授
14 竹原　明秀 岩手大学 人文社会科学部 地域政策課程 教授
15 谷藤　裕明 盛岡市 市長
16 濱上　邦彦 岩手大学農学部　食料生産環境学科　水環境工学研究室 准教授
17 由井　正敏 東北地域環境計画研究会 会長

所属 役職
委員名
R2更新

北上川水系河川整備学識者懇談会北上川

河川名 学識者懇談会名 正副委員長等 No
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○対応方針（案）

案件8：北上川水系河川整備学識者懇談会

その他 115 767 226 3.4

・整備済の水辺整備箇所においては、船着場、親水護
岸、散策路等の整備により、様々なイベントが開催さ、
水辺空間が観光資源として有効に活用され、地域の活性
化、観光振興に寄与している。
・整備済の北上川上流部自然再生においては、レキ河原
や湿地環境に生息する指標種や重要種が、整備完了後は
継続的に確認されており、良好な河川環境が維持され
る。
・整備済の北上川下流部自然再生においては、鴇波洗堰
新設魚道の整備により、年によっては1万個体近いアユを
確認するなど魚類の遡上を確認している。
・整備中の盛岡地区かわまちづくりにおいては、盛岡市
が進めるまちづくりの取組と連携した水辺整備により、
地域住民によるイベント開催や憩いの場などとして利活
用されている。
・整備中の石巻地区かわまちづくりにおいては、石巻市
が進める「まちなか再生計画」の取組と一体となった水
辺空間を形成することにより、観光振興並びに地域交流
の促進等が期待される。
・整備予定の一関地区かわまちづくりにおいては、坂路
や親水護岸等の整備により、河川空間の回遊性向上、水
辺の学習や体験機能の充足化、地域活性化や観光振興が
期待される。
・整備予定の西和賀町かわまちづくりにおいては、親水
護岸や管理用通路の整備により、イベントや交流・憩い
の場としての利活用の他、陸上・水上からの広域的な地
域活性化や観光振興が期待される。

継続

貨幣換算した便益:B(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

費用:C(億円)

費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当
基準

総事
業費

（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等）

対応方
針

北上川総合水系環境
整備事業

東北地方整備局

【内訳】
自然環境の再生、水辺整備の効
果による便益：765.8億円
　残存価値：1.6億円

【主な根拠】
・北上川上流部自然再生
支払い意思額：404円/世帯/月
受益世帯数：38,048世帯
・北上川下流部自然再生
支払い意思額：283円/世帯/月
受益世帯数：63,899世帯
・盛岡地区かわまちづくり
支払い意思額：249円/世帯/月
受益世帯数：131,809世帯
・石巻地区かわまちづくり
支払い意思額：442円/世帯/月
受益世帯数：75,745世帯
・一関地区かわまちづくり
支払い意思額：421円/世帯/月
受益世帯数：45,997世帯
・西和賀町かわまちづくり
支払い意思額：421円/世帯/月
受益世帯数：143,588世帯

【内訳】
　建設費　 206.6
億円
　維持管理費
19.9億円

・水辺整備分野の整備内容の追加により事業計画を変更することから再評価を実施

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・水辺整備事業については、河川整備計画の基本理念等を踏まえ、河川空間の適正な保全と利用を
図るため、計画的に整備を実施してきており、これまで整備した地区では、利用者が増加し、河川
清掃活動など地域との協力体制も構築されるなど、事業の効果が認められる。
・自然再生事業については、レキ河原の再生により、レキ河原に依存する生物の保全が確認され、
魚道改良では、これまで遡上の確認できなかった魚種が確認されるなど、事業の効果が認められ
る。

②事業の進捗状況、事業の進捗の見込みについて
・これまでに全体計画26箇所のうち20箇所が完成し、進捗状況は全体の85.1％（事業費率）であ
る。
・北上川上流部自然再生は、平成19年度に事業に着手し、平成29年度に整備が完了している。整備
完了後はモニタリングを進め、令和4年度に完了する予定である。
・北上川下流部自然再生は、平成19年度に事業に着手し、平成30年度に整備が完了している。整備
完了後はモニタリングを進め、令和5年度に完了する予定である。
・盛岡地区かわまちづくりは、平成21年度に事業に着手し、令和2年度に整備完了する予定である。
整備完了後も、モニタリング・分析評価等を実施し、令和7年度に完了する予定である。
・石巻地区かわまちづくりは、平成26年度に事業に着手し、令和2年度に整備完了する予定である。
整備完了後も、モニタリング・分析評価等を実施し、令和7年度に完了する予定である。
・一関地区かわまちづくりは、令和3年度より事業着手し、令和7年度の整備完了を目指している。
整備完了後も、モニタリング・分析評価等を実施し、令和12年度に完了する予定である。
・西和賀町かわまちづくりは、令和3年度より事業着手し、令和7年度の整備完了を目指している。
整備完了後も、モニタリング・分析評価等を実施し、令和12年度に完了する予定である。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性について
・事業に使用する盛土材は他事業で発生する土砂の活用によりコスト縮減に努めている他、維持管
理において、地域団体により清掃活動に協力をいただいている。
・代替案の可能性については、計画立案段階から、有識者や関係機関等と議論を重ね、現計画が最
適であることを確認している。



【事業の目的】

【事業の概要】

■事業区間：青森県八戸市

■建設事業着手：平成17年度

■事業期間：平成17年度～令和6年度予定

整備期間：平成17年度～平成28年度

■全体事業費：8.8億円

■整備内容：

〔整備済（完了箇所評価済）〕

水辺整備 1地区 （八戸地区水辺の楽校）

〔整備済（モニタリング中）〕

自然再生 1地区 （魚がすみやすい川づくり）

良好な河川環境を保全・復元並びに創出を目的に、
河川の自然環境の再生、河川利用の推進等を図
ります。
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位 置 図
自然再生〔整備済（モニタリング中）〕

＜魚がすみやすい川づくり＞

整備期間（H18～H28年度）

水辺整備〔整備済（完了箇所評価済）〕

＜八戸地区水辺の楽校＞

整備期間（H17～H18年度）

案件9：馬淵川総合水系環境整備事業
○報告事業の概要



○学識者懇談会の実施状況

案件9：馬淵川総合水系環境整備事業

○報告案件
・ 社会情勢の変化（事業期間の変更）に伴い再評価を実施

○学識者懇談会の実施状況
・ 馬淵川水系河川整備学識者懇談会を設置しており、再評価実施要領に基づき審議を実施済み

（令和２年１１月１６日実施）
・ 学識者懇談会の名簿は下表のとおり

○県知事意見照会の実施状況
・ 青森県知事に「東北地方整備局所管の再評価対象事業の対応方針（原案）作成に係る意見照会」

を実施（令和２年１０月２６日実施 ）
・ 青森県知事より「事業の継続に異存はありません」と回答を受領（令和２年１１月９日）

馬淵川 馬淵川水系河川整備学識者懇談会 副座長 1 樺　克裕 青森公立大学 経営経済学部

2 工藤　明 弘前大学
（青森県と連名） 3 工藤　祐直 南部町

4 小林　眞 八戸市
5 斎藤　宗勝 盛岡大学
6 三戸部　佑太 東北学院大学 工学部 環境建設工学科
7 佐原　雄二 弘前医療福祉大学 保健学部
8 関下　斉 日本野鳥の会 青森県支部

座長 9 竹内　貴弘 八戸工業大学 大学院 土木建築工学科
10 松尾　和彦 三戸町
11 平井　太郎 弘前大学 大学院 地域社会研究科
12 三浦　忠司 八戸歴史研究会

委員名河川名 学識者懇談会名 正副委員長等 No 所属

27
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案件9：馬淵川総合水系環境整備事業
○対応方針（案）

その他 8 136 15 8.7

・整備済みの水辺整備箇所においては、環境学習や水生
生物の観察、地域住民の散策などに利用されている。
・整備済みの自然再生事業においては、左岸魚道の新設
により、底生魚や遊泳魚などの遊泳力が異なる様々魚種
の遡上が確認されている他、右岸魚道の改良により、多
くの遊泳魚と未確認であった底生魚の遡上が確認されて
いる。

継続

貨幣換算した便益:B(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

費用:C(億円)

費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当
基準

総事
業費

（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等）

対応方
針

馬淵川総合水系環境
整備事業

東北地方整備局

【内訳】
自然環境の再生、水辺整備の効
果による便益：136.8億円
　残存価値：0.1億円

【主な根拠】
・自然再生
支払い意思額：374円/世帯/月
受益世帯数：91,623世帯

【内訳】
　建設費　 14.2億
円
　維持管理費　1.4
億円

・自然再生分野の事業期間変更により事業計画を変更することから再評価を実施

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・整備済の水辺整備箇所については、環境学習や水生生物の観察などに利用されており、事業の効
果が認められる。
・整備済の自然再生箇所については、馬淵大堰の魚道改良により、様々な魚類の遡上が確認され、
遡上数も増加しており、引き続き「馬淵大堰魚道検討委員会」の指導・助言を得ながら、モニタリ
ング・分析評価を実施し、魚類の生息・生育環境の連続性を確認する必要がある。

②事業の進捗状況、事業の進捗の見込みについて
・これまでに全体計画2箇所のうち1箇所が完成し、進捗状況は全体の90.9％（事業費率）である。
・自然再生は、平成17年度に事業に着手し、平成28年度に整備が完了している。整備完了後もモニ
タリング・分析評価を進め、令和6年度に完了する予定である。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性について
・自然再生事業では、ワンド部土砂撤去に伴う発生土砂を側帯盛土や仮設工事に利用している他、
維持管理において、地域住民により清掃活動に協力をいただいている。
・代替案の可能性については、計画立案段階から、有識者や関係機関等と議論を重ね、現計画が最
適であることを確認している。
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良好な河川環境を保全・復元並びに創出を目的に、河川の自然
環境の再生、河川利用の推進等を図ります。

【事業の目的】

事業区間 ：青森県五所川原市～青森県弘前市

建設事業着手：平成5年度

事業期間 ：平成5年度～令和10年度予定
整備期間 ：平成5年度～令和 5年度予定

全体事業費 ：約32.1億円

整備内容 ：【整備済】水辺整備 9地区
【整備中】自然再生 1地区

【事業の概要】

         凡例
 整備済（黒）
 整備中[残事業]（赤）

②稲垣・藻川地区
（岩木川河川公園・藻川親水公園）

③五所川原地区
（北斗グランド）

➃柏地区
（水辺のわんぱく広場）

⑤鶴田地区
（水辺の楽校）

①市浦地区
（水戸口公園）

⑥鶴田地区
（岩木川運動公園）

⑦白子地区
（水辺の学習広場）

⑧弘前地区
（弘前水辺プラザ）

⑨岩木地区
（水辺の楽校）

⑩自然再生
（魚がすみやすい川づくり）

案件10：岩木川総合水系環境整備事業

○報告事業の概要



○学識者懇談会の実施状況

案件10：岩木川総合水系環境整備事業

○報告案件
・ 社会情勢の変化（整備内容の変更）に伴い再評価を実施

○学識者懇談会の実施状況
・ 岩木川河川整備委員会を設置しており、再評価実施要領に基づき審議を実施済み

（令和２年１２月４日実施）
・ 学識者懇談会の名簿は下表のとおり

○県知事意見照会の実施状況
・ 青森県知事に「東北地方整備局所管の再評価対象事業の対応方針（原案）作成に係る意見照会」

を実施（令和２年１０月２６日実施 ）
・ 青森県知事より「事業の継続に異存はありません」と回答を受領（令和２年１１月９日）

岩木川 岩木川河川整備委員会 1 村上　英岐 岩木川漁業協同組合 代表理事組合長

2 東　信行 弘前大学 農学生命科学部 生物学科 教授

3 櫻田　宏 弘前市 市長

4 樺　克裕 青森公立大学 経営経済学部 教授

委員長 5 北原　啓司 弘前大学 大学院 地域社会研究科 教授

6 工藤　明 弘前大学 名誉教授

副委員長 7 南　將人 八戸工業高等専門学校 環境都市・建築デザインコース 教授

8 佐原　雄二 弘前医療福祉大学 保健学部 医療技術学科 教授

9 関　和典 西目屋村 村長

10 曽我　亨 弘前大学 大学院 人文社会科学研究科 教授

11 清藤　哲夫 弘前商工会議所 会頭

12 髙樋　憲 黒石市 市長

13 山尾　僚 弘前大学 農学生命科学部 生物学科 助教

14 増田　教正 岩木川地区土地改良区 連絡協議会 会長

所属 役職
委員名
R2更新

河川名 学識者懇談会名 正副委員長等 No
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案件10：岩木川総合水系環境整備事業
○対応方針（案）

その他 32 336 70 4.8

・整備済の水辺整備箇所においては、スポーツや水生生
物調査・河川体験学習・水遊び、花火大会などのイベン
トが開催されており、多くの人に利用されている。
・整備中の自然再生事業においては、芦野堰魚道の改良
により、アユ・ウグイの幼魚やハゼ科等の遊泳力の弱い
魚種の遡上が継続して確認されている他、浅場（瀬）再
生の改善対策を実施した箇所では、アユ・ウグイの産卵
が継続して確認されている。

継続

貨幣換算した便益:B(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

費用:C(億円)

費用の内訳

事 業 名
事業主体

該当
基準

総事
業費

（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等）

対応方
針

岩木川総合水系環境
整備事業

東北地方整備局

【内訳】
自然環境の再生、水辺整備の効
果による便益：333.3億円
　残存価値：3.2億円

【主な根拠】
・自然再生
支払い意思額：323円/世帯/月
受益世帯数：173,154世帯

【内訳】
　建設費　 65.9億
円
　維持管理費　4.3
億円

・自然再生分野の整備内容の変更により事業計画を変更することから再評価を実施

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・整備済の水辺整備箇所については、地元自治体等が主催するイベントや沿川の住民・団体による
スポーツ・レクリエーション等に利用されており、事業の効果が認められる。
・整備中の自然再生箇所については、芦野堰の魚道改良により遊泳力の弱い小型魚の遡上が確認さ
れている他、浅場（瀬）再生の改善対策により、アユ・ウグイの産卵が継続的に確認され、整備効
果が確認されているため、さらに追加の浅場（瀬）再生の改善対策を行い、多様な産卵場の再生を
図り、魚がすみやすい川づくりを推進する必要がある。

②事業の進捗状況、事業の進捗の見込みについて
・これまでに全体計画10箇所のうち9箇所が完成し、進捗状況は全体の91.3％（事業費率）である。
・自然再生は、平成18年度に事業に着手し、令和5年度の整備完を目指している。また、整備完了後
もモニタリング・分析評価を進め、令和10年度に完了する予定である。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性について
・自然再生事業では、浅場（瀬）再生の改善対策において、掘削土量と埋戻し土量を同量とするこ
とで残土を発生させないことによるコスト縮減に努めている他、維持管理において、河川協力団体
や利壱岐住民により清掃活動に協力をいただいている。
・代替案の可能性については、計画立案段階から、有識者や関係機関等と議論を重ね、現計画が最
適であることを確認している。



岩ケ袋地区

●事業名 ：最上川中流消流雪用水導入事業（岩ケ袋地区）

●事業箇所 ：山形県北村山郡大石田町岩ケ袋、鷹巣

●事業期間 ：平成19年度～平成27年度

●工事着手 ：平成19年度

（平成18年度：新規事業採択、

平成23・26年度：事業再評価）

●全体事業費：約15.6億円

最上川

大石田町

丹生川

野尻川

鷹巣工区

岩ケ袋工区

最上川中流消流雪用水導入事業

（岩ケ袋地区）

対象区域 Ａ＝33.6ha

受益面積

A=17.6ha

受益面積
A=16.0ha

最上川
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○報告事業の概要

案件11：最上川中流消流雪用水導入事業（岩ヶ袋地区）

※岩ケ袋工区

●整備前後の状況

雪堤により車道が阻害され、
すれ違いが困難となっていた

雪堤がなくなり、車
道幅が確保された

令和2年2月

整備前

整備後



案件11：最上川中流消流雪用水導入事業（岩ヶ袋地区）

○報告案件
・ 事業完了後一定期間が経過した事業

○学識者懇談会の実施状況
・ 最上川水系流域委員会を設置しており、再評価実施要領に基づき審議を実施済み

（令和２年１１月２５日実施）
・ 学識者懇談会の名簿は下表のとおり

○学識者懇談会の実施状況

最上川 最上川水系流域委員会 1 久保　響子 鶴岡工業高等専門学校 創造工学科 化学・生物コース 助教

2 大澤　八州男 日本野鳥の会山形支部 会員

委員長 3 風間　聡 東北大学 大学院 工学研究科 教授

4 青塚　晃 山形新聞社 編集局長

5 佐貝　全健 山形県土地改良事業団体連合会 会長理事

副委員長 6 佐藤　五郎 最上川リバーツーリズムネットワーク 代表理事

7 柴田　洋雄 美しい山形・最上川フォーラム 会長理事

8 島軒　治夫 山形県内水面漁業協同組合連合会 代表理事会長

9 東　英生 ワイルドライフワークショップ 代表

10 渡邉　一哉 山形大学 農学部 准教授

所属 役職
委員名
R2更新

河川名 学識者懇談会名 正副委員長等 No

33
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○対応方針（案）

案件11：最上川中流消流雪用水導入事業（岩ヶ袋地区）

最上川中流消流
雪用水導入事業
（岩ヶ袋地区）
（Ｈ19～Ｈ27）
東北地方整備局

5年以内 15

（費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化）
全体事業費　15.6億円、工期　平成19年度～平成27年度
B/C　1.1（B：28億円、C：26億円）

①事業の効果の発現状況
・消流雪用水の導入により、町内の小河川の河道閉塞が解消され、流雪溝の排雪能力も向
上し、歩行空間の確保や除雪労力の負担軽減が図られた。

②事業実施による環境の変化
　・特になし。

③社会経済情勢の変化
　大石田町の人口は年々減少傾向にあり、一方で高齢化率は増加している。消流雪用水の
導入により高齢化による除排雪作業の負担軽減が図られる。また、高齢化による除排雪作
業の負担を軽減するため、独居老人の協働除排雪等が行われている。

③今後の事後評価の必要性
　・消流雪用水の導入により、町内の小河川の河道閉塞が解消され、流雪溝の排雪能力も
向上した他、除雪労力の軽減などの効果も聞かれていることから、本事業は事業当初の目
的に対して効果が発現しており、今後の事業評価の必要性はない。

④改善措置の必要性
　・現時点では、消流雪用水導入事業の効果が確認されているため、改善措置の必要性は
ない。

⑤同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性
　・現時点では、同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性はな
い。

対応な
し

事業名
（事業実施期

間）
事業主体

該当基
準

総事業
費

（億
円）

事後評価の評価項目
対応方

針


